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福島環境安全センター

本部長
（松浦 祥次郎 理事長）

福島第一原子力発電所事故への対応の基本的考え方

○我が国唯一の原子力に関する総合的研究開発機関としての責務。

○福島技術本部を司令塔とし、原子力機構全体としてその人材、研究施設を
活用し、最大限の貢献を果たす。

○中長期的観点から継続して福島第一原子力発電所事故に対する取り組み
を行う。

福島技術本部

復旧技術部
企画調整部

【業務内容】
(1) 福島対応に係る総括

(2) 企画、計画の策定

(3) 行政機関等外部との調
整対応

本部長代理（森山 善範 理事）

原科研福島技術開発特別チーム

核サ研福島技術開発特別チーム

大洗研福島技術開発特別チーム

（H25/10/1組織改正）

【業務内容】
（1） 福島第一原子力発電所の廃
止措置等における研究開発の総合
調整
（2） 廃炉対策推進会議等を通して

の対外対応

福島技術本部について

福島廃炉技術
安全研究所

【業務内容】

（1） 放射性物質の分析及び
研究のための試験施設、モッ
クアップ試験施設の整備、利
用、調査、内外機関との調整

（2） 研究開発の企画及び計
画等

本部長代理(上塚 寛 理事)

計画管理室 〔計画管理、広報、渉外、庶務〕

放射線計測技術グループ
〔放射線モニタリング、環境試料等の分析、遠隔放射

線測定技術の開発〕

環境回復推進グループ
〔除染特別地域及び汚染状況重点調査地域における

除染活動への協力、除染技術及び減容技術等の技
術開発〕

環境動態研究グループ
〔放射性物質の環境動態研究、放射線測定マッピング〕

石田 順一郎 センター長

H.23 H.24 H.25
H.26 H.27 H.28

1 4 7 10 1 4 7 10 1

除染に関する国のロードマップと機構の取り組み

内閣府除
染モデル

事業

先行除染

環境省除染モデル事業
（50mSv/y以上）

• <20 mSv/y区域：<1 mSv/yを目指す除染の除染
• 20～50 mSv/y区域：<20 mSv/yを目指す除染

仮置場（測量・造成・搬入・管理）

本格除染

施設設計・整備

福島県の構想検討
委員会での審議

福島県環境創造セ
ンター（仮称）

中間貯蔵施設へ

建設

内閣府委託事業

追加被ばく線量1mSv/y以
下を目指した除染

環境省活動支援等（国直轄除染・市町村除染への協力）

福島県と連携、笹木野分析所を設置、活動を展開

施設設計

環境回復に向けた研究開発

文部科学省委託事業（環境モニタリング・マッピング）国
と
の
協
力

福
島
県
等
と
の
協
力

研
究
計
画

原
子
力
機
構

国の
ロード
マップ

(H.24.1.
26)

※国のロードマップは、環境省HPより引用。

環境モニタリング・マッピング技術の高度化／Cs将来予測モデリングとCs移動抑制／Cs吸脱着過程の解明
／除染技術の高度化／除去物・災害廃棄物の減容方法の開発

★9/10総点検
復興と連携した除染の推進

帰還困難区域
５か所（浪江・双

葉）
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除染モデル実証事業 （内閣府委託事業H23.9～H24.7）

市町村 除染対象地域の主な特徴 広さ（ha）

南相馬
市

農地、建造物（小学校）、道路、森
林，宅地

約14

川俣町 森林、農地、道路、宅地 約11

浪江町

建造物（中学校等）、森林、宅地、
道路

約18
建造物（駅・軌道，図書館等），民
家，道路、農地

飯舘村
建造物（いいたてホーム等）、農地、
民家，宅地，森林，道路

約17

田村市 農地、森林、宅地、道路 約12

葛尾村
森林、建造物（小学校、役場）、宅
地、道路

約7

富岡町
建造物（中学校、グランド等）、宅
地、森林、道路（桜並木）

約11

広野町
建造物（役場、小・中学校、グラン
ド）、宅地、森林、道路

約33

大熊町

建造物（役場、公民館、公園）、宅
地、道路

約5

農地、森林、宅地、道路 約17

楢葉町
農地、宅地、森林、道路 約4

建造物（工場等）、道路 約37

川内村 農地、森林、民家、道路 約23

除染技術（内閣府委託事業H23.9～H24.7）

草木等可燃物の焼却処理

農地、グランドの表土剥ぎ、天地返し

住居、建物等

落葉・腐植土層除去（森林）道路・駐車場の洗浄、切削等

除去物の仮置場

・モーターグレーダ、バックホウ等による表土数cm剥ぎ
・トラクタ＋プラウによる反転耕又は天地返し
・（芝生）ソッドカッター

・高圧水洗浄、機能回復車（洗浄水回収）
・超高圧水切削、ショットブラスト、TS切削機による表
面数mm切削
・オーバーレイ舗装

・バキューム車による落葉・腐植土層集積
・剪定草木のチップ化

・高所作業車による屋根、壁の洗浄拭き取り
・雨樋等の堆積物除去、雨だれ部の砂利洗浄・除去
・大型建物屋上等のポリッシャー洗浄

・小型焼却炉による焼却減容化
（バグフィルターにより排ガス中Csは検出限界以下）

・地上式、半地下式、地下式
・集水タンク、ガス抜き措置、雨水等侵入防止
（造成前除染と遮蔽により線量率は設置前よりも低下）
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大熊
（夫沢）

大熊
（役場）

浪江
（津島）

富岡
（夜の森）

富岡
（中学校）

浪江
（権現堂）

河内
（貝の坂）

飯舘
（草野）

川俣
（坂下）

楢葉
（上繁岡）

葛尾
（役場）

南相馬
（金房小）

楢葉
（南工業団地）

広野
（中央台）

田村
（地見城）

5mSv/y達成線
20mSv/y達成線

50mSv/y達成線

除染前平均年間線量 （mSv/y）

除
染

に
よ

る
空

間
線

量
低

減
率

（
％

）
① 除染前20～30mSv/yの区域は、20mSv/yを下回る水準まで低下。

② 除染前40mSv/y超の区域は、40～60%の低減達成、20mSv/y以下にはできなかった。

③ 大熊町夫沢（300mSv/y以上）では、農地、宅地で70%以上低減、しかし全体として50mSv/yを
下回る水準までは下げられなかった。

除染モデル実証事業での線量評価

「福島第一原子力発電所事故に係る避難区域等における除染実証業務報告書 （日本原子力研究開発機構 H24.6）」のデータを用いて作図

除染技術実証事業で試験した新技術の本格除染への活用事例

水処理装置 小型フィルタープレス 吸塵サンダーによる研磨除染 塗膜剥離除染

洗浄濁水処理の高度化と汚泥の減容
（株式会社鴻池組）

吸塵式サンダーによる学校、公園、大型施設
の屋根・屋上の研磨除染（志賀塗装株式会社）

真空式吸引装置を利用したバキューム吸引
（株式会社大林組）

超高圧水洗浄による道路、歩道、駐車場の洗浄
（株式会社キクテック）
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○除染モデル実証事業では検討対象とされなかった住宅屋内の汚染状態を調査し、効果的な除染方法の整備
○住宅等に敷設されている玉砂利等の 除染方法を開発し、砂利の再利用により除去物発生量を低減

住民の方が自宅に帰還する際の適切な対応や措置へ反映

除染技術の高度化(1)住宅の汚染状況調査及び除染方法の整備

7

換気扇の表面密度測定換気扇の表面密度測定建家の状況調査建家の状況調査屋根裏の空間線量測定屋根裏の空間線量測定屋根裏の明かり(通気)屋根裏の明かり(通気)

〈調査結果の概要〉
1）主な侵入経路：家屋の開口部(屋根裏、換気扇、窓の隙間等)/雨漏り(震災で壊れた屋根等)/人等の
出入り(一時帰宅時の汚染管理不備、ねずみ等)

2）汚染の傾向１：コンクリート造りと比較して、日本家屋の特徴である屋根裏や床下の通気性の良さ
が、天井裏→室内全体の軽微な汚染の原因と推測される。

3）汚染の傾向２：震災の影響度合いにもよるが、築年代の新しい気密性の高い家屋のほうが、汚染の
程度が低い傾向にある。

4) 汚染の傾向３：窓や外壁近傍の屋内線量率は、中心部の線量率と比較して高くなる傾向がある。
また、床at5cm→床at100cm→２階と測定位置が高くなるほど、線量率が高くなる傾向がある。

〈調査結果の概要〉
1）主な侵入経路：家屋の開口部(屋根裏、換気扇、窓の隙間等)/雨漏り(震災で壊れた屋根等)/人等の
出入り(一時帰宅時の汚染管理不備、ねずみ等)

2）汚染の傾向１：コンクリート造りと比較して、日本家屋の特徴である屋根裏や床下の通気性の良さ
が、天井裏→室内全体の軽微な汚染の原因と推測される。

3）汚染の傾向２：震災の影響度合いにもよるが、築年代の新しい気密性の高い家屋のほうが、汚染の
程度が低い傾向にある。

4) 汚染の傾向３：窓や外壁近傍の屋内線量率は、中心部の線量率と比較して高くなる傾向がある。
また、床at5cm→床at100cm→２階と測定位置が高くなるほど、線量率が高くなる傾向がある。

除去物発生量が多いという重機等を用いた従来の道路除染方法の課題に対応するため、超高圧水を用いた除染システムについて、作業効
率の向上、住宅、狭隘部等への適用範囲の拡大、回収水再利用のための処理方法の最適化等を図る。

狭隘部や端部など様々な用途に応じた小型ヘッドを開発するとともに、パラメータの最適化により、作業効率を最大３倍に向上させることが
できた。また、凝集沈殿法を採用することで、回収水の再利用が可能となった。開発された技術は、除染技術の標準工法として採用され、本格
除染でも利用されるなど実用化された。

狭隘部への適用

出隅部への適用複数同時作業による効率化

高線量地域における面的除染効果の確認（右図白破線が除染試験箇所）

除染前：平均約20μSv/h 除染後：平均約5μSv/h
（半減期により平成25年6月には3.8μSv/hとなる予想）

(μSv/h)

路面 処理内容 凝集剤添加量
（ppm）

SS
（mg/L）

134Cs+137Cs
（Bq/kg）

DF

密粒アスファルト
（夫沢町道）

原水 －
15,600±2,25

5
152,333±12,658 －

PAC＋高分

子凝集剤（ｾﾞ
ｵﾗｲﾄ含有）

PAC：250
高分子：250

27±2 286±24 532

PAC＋高分

子凝集剤＋
UF(0.01μm)

PAC：250
高分子：250

2 1.8 85,581

透水性アスファルト
（大野病院）

原水 － 8,870±5,142 230,000±816 －

PAC＋高分

子凝集剤（ｾﾞ
ｵﾗｲﾄ含有）

PAC：250
高分子：250

10±4 194±29 1,180

PAC＋高分

子凝集剤＋
UF(0.01μm)

PAC：250
高分子：250

1以下
N.D

（下限値1.0）
230,00
0

コンクリート
（大野病院）

原水 － 1,710±29 53,667±1,247 －

PAC＋高分
子凝集剤（ｾﾞ
ｵﾗｲﾄ含有）

PAC：250
高分子：250

9±1 1,173±29 46

PAC＋高分

子凝集剤＋
UF(0.01μm)

PAC：250
高分子：250

1以下 1.9 28,546

高線量地域での水処理（例）高線量地域での面的除染効果の確認

除染技術の高度化(2)超高圧洗浄システムの高度化及び実証

8

保物セミナー2013

- 32 -



5

除染に関する課題(1)除染効果の評価等

○ 除染目標の設定
・除染作業における作業量/コスト評価が困難

○ 効率的・効果的な除染
・空間線量率ではなく表面線量率を指標
・除染実績データに基づく効率的除染

­除染モデル実証事業報告書（原子力機構：H24.6）
­国及び地方自治体がこれまでに実施した除染事業における除染

手法の効果について（環境省：H25.1）

○ 土地所有者や周辺住民の同意取得
・除染方法、仮置場（現場保管含む）
・仮置場設置により線量はむしろ下がる

2022年3月末（10年後）
（出典：復興庁H/P）

0
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100

0 10 20 30 40 50

年

放射性セシウムの減衰

放
射

性
セ

シ
ウ

ム
の

減
衰

率
（
％

）

除去土壌等の量
仮置場の1m空間線量率

（μSv/h）

コンテナ
（個）

重量
（トン）

保管前 保管後

最小 最大 平均 最小 最大 平均

51,958 33,893 0.74～36.7 5.39 0.13～5.6 1.40

除染モデル実証事業での仮置場14箇所の保管前後の線量率

出典：除染モデル実証事業報告書（日本原子力研究開発機構 H24.6）

コリメータなしの場合
バックグランドガンマ線の影響によ
り正確な除染効果を評価できない

コリメータありの場合
バックグランドガンマ線を遮蔽する
ことにより、表面のベータ線を主に
測定し、より正確な除染効果を評
価できる

ベータ線

バックグランド
ガンマ線

*表面が水で濡れているとベータ線が水の膜に遮蔽され、正確な測定ができない

* *

低線量域では、除染エリア周辺の空間線量率（バック
グラウンドガンマ線）の影響が大きい。

【除染効果評価システムの高
度化・実証】除染対象地域の
線量率に応じた効率的・効果
的な除染の実施を支援するた
めに、簡便な操作によって除
染方法、除染費用、空間線量
率等を予測シミュレーションが
可能なシステムを開発中。H25
年度後半から各自治体での試
用を予定。

除染効果評価システムの開発（除染計画作成支援）

除染後の目標線量率を
達成するための除染係数

解析結果
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○ 仮置場から中間貯蔵の過程で減容化
○ リサイクル・再利用の基準策定
○ 可燃物の焼却処理の推進

・バグフィルタ付の焼却炉で排ガス中の放射性セシウムが除去で
きることの理解

仮置場等
除染廃棄物（1500万m3～3100万m3）
特定廃棄物（約60万トン）

リサイクル？
建築資材利用？

廃棄物の減容化？

焼却処理

可燃物不燃物

8,000Bq/kg以下
対策地域外の廃棄物と同

等の処理

放射性物質濃度に応じて分類*

焼却灰

8,000超～100,000Bq/kg
管理型処分場（主に既存のもの）
処理後のモニタリングは国が実施

100,000Bq/kg超
中間貯蔵施設

最終処分へ

除染廃棄物の量を減らすことができれば、
中間貯蔵施設の負荷を低減でき、設置の
同意が得られ易い

­利用を限定したクリアランス基準（例：
3000～8000Bq/kg）を設けて再利用
の拡大を図る
例：防潮堤や道路等の建設資材への再利
用

­分級・研磨洗浄等の技術の適用
­再利用基準の策定と併せてセメント材

料や建設資材への再利用の道が拓け
ば減容化も進展

福島県内残余容量・・・一廃：約180万m3、産廃：約500万m3

除染に関する課題(2)大量の除染除去物の扱い

*福島県の除去土壌は放射性セシウム濃度によらずすべて中間貯蔵へ

○ 放射性物質の分布調査の継続実施
・文部科学省委託によるモニタリング・マッピング事業の継続実施
・長期環境動態研究の実施（各研究機関の連携が必要）

○ 除染後の再汚染の調査
・除染実施個所のフォローモニタリングにより再汚染の程度を調査
・実績データを示すことで除染の有効性について理解を得る

移動抑制等
対策

セシウムの移動経路を把
握し、土地利用等の検討
に資する

被ばく線量に寄与する経路
のセシウムの移動を抑制す
る対策を検討

移動させる力

人間活動
動物による擾乱

植物吸収

水（降雨等）
風

移動経路の把握

Csの移動形態

土壌粒子に付着 有機物と結合 水に溶存

ダスト

落葉
花粉

風による
移動 ミスト

水による
移動

溶存 有機物

土壌
粒子

移動予測
モデルの開発

セシウムの移動について物理・
化学的に解明し、長期予想を
可能とする

土壌 人工物森林 池 がれき

放射性Csの付着場所

松木山地区

坂下地区

貝ノ坂地区

夜の森公園

大熊町役場 夫沢地区

森林、河川、湖沼、
河口域の調査
除染地区の追跡調
査

除染に関する課題(3)放射性物質の環境中での動態把握

12
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除染モデル実証事業後の空間線量率の推移

＊：浪江町津島地区及び飯舘村の除染直後の測定結果については、積雪の影響を受けて測定値が低めとなっている可能性があります。

注１）測定値は、降雨／降雪、気温などの気象条件、地面の湿潤状態や草木の繁茂状態などの環境条件により変動することがあります。
注２）除染直後の測定から第２回の追跡調査までは１年程度経過しており、その間に放射性セシウムに起因する線量率は物理減衰により20％程度の

低減が見込まれます。
注３）葛尾村、南相馬市などでは、除染直後の測定の後に実施された覆土等の影響による空間線量率低減が考えられます。
注４)川内村については、第１回追跡調査後に周辺で本格除染を実施しており、この影響による空間線量率低減が考えられます。

○除染直後の空間線量率を１００とした場合の空間線量率の平均値の推移を示すと下図のとおり
（除染前の空間線量が高い地域を左から順に並べている。）。
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除染直前の測定結果

(H23.11月、12月)
除染直後の測定結果

（H23.12月～H24.4月)
第１回調査結果

(H24.10月)
第２回調査結果

(H25.3月)

約460％ 除染直前の測定結果
（H23.11月、12月）
除染直後の測定結果
（H23.12月～H24.4月）
第１回追跡調査結果
（H24.10月）
第２回追跡調査結果
（H25.3月）
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除染直後 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

第１回追跡調査 84 77 93 81 76 71 75 51 92 98 87 73 70 108 81

第２回追跡調査 80 67 89 76 72 66 73 49 86 89 68 67 67 95 75

環境省 ホームページより

○ 除染作業への批判報道による信頼低下
・除染事業者のコンプライアンス維持向上

○ インフラ整備
・特に高線量地域の高速道路を始めインフラの復旧・整備により、帰還する環境を整える

○ 情報発信とリスクコミュニケーション
・「除染しても再汚染するので無駄」、「焼却処理はセシウムをまき散らすだけ」、「仮置場に除染廃棄物を集めると周囲
の線量が上がる」などの声に対してはデータに基づく丁寧な説明が必要
・森林除染については、環境動態の調査研究の成果等を踏まえて検討
・低線量被ばくのリスクの理解（例えば1mSv/y（0.23μSv/h）は安全と危険の境界ではないこと等）
・理屈ではなく心情の問題

※図中の白地は森林以外の土地利用。「線量値なし」は航空機モニタリングによ
る空間線量率データのない範囲。
（資料）「文部科学省：航空機モニタリング結果（平成24 年5 月31 日換算値）」
及び「国土交通省：国土数値情報H23 森林データ」を用いて作成。

出典： 「今後の森林除染の在り方に関する当面の整理について」環境回復検討会（H24.9）

空間線量率別森林面積内訳

福島県の森林における空間線量率分布

除染に関する課題(4)情報発信等
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データベースの公開と一元的集約
二種類のデータ公開システムを構築

○放射線量等分布マップ

（http://ramap.jaea.go.jp 平成23年10月18日から公開）

・測定結果を地図上に表示

・分布状況の直観的な概要把握を支援

○放射性物質の分布状況等データベース
（http://radb.jaea.go.jp 平成24年9月12日から公開）

・測定結果を数値データとして提供

・分布状況の詳細かつ定量的な把握を支援
放射線量等分布マップ

放射性物質の分布状況等
データベース

空間線量率測定データの情報発信
環境モニタリングデータの一元的集約・管理

【除染技術情報活用支援システムの構築】 「除染技術情報なび」
モデル実証事業等で得られた成果を始めとする除染技術情報を国や自治体等が実施する本格除染に適切に反映、活用す

るため、得られた成果を始めとする除染技術情報を利用しやすく階層的に整備し、PC、タブレット、スマートフォンを用いたユー
ザ（除染対象地区居住者、除染事業実施者、地方自治体関係者等）によるアクセス、抽出、利用、理解が容易となるような
情報の分類と構造的な整理を行い、除染技術情報を提示するCMS（コンテンツマネジメントシステム）による階層性のある情
報整理手法を活用したポータルサイト「除染技術情報なび」を制作し、試運用(環境省等）に供した。平成25年5月から本格
運用（公開）を開始。

除染技術情報が構造的に整理されており、マウス操作で必要な情報に容易にアクセスが可能

クリック

クリック

除染状況のビデオや除染
効果、詳細情報等を表示

除染技術情報の発信
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・Topics福島
福島県におけるJAEAの活動についての紹介
（約1回/2週）

・除染の知識、除染作業に関する
動画の公開

・福島対応に係る資料・報告書、
取り組みの公開

・関係機関のホームページへのリンク
航空機モニタリング結果、参考文献

・福島技術本部 ホームページアドレス
http://fukushima.jaea.go.jp/

・福島技術本部ニュース
福島技術本部の活動について
紹介（約１回／月）

・プレス発表・イベント情報 不定期

福島技術本部 ホームページ

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

福島県環境創造センター(仮称)構想への対応

１ 機能
①モニタリング ②調査・研究 ③情報収集・発信
④教育・研修・交流

２ 施設概要
○ 敷地面積：８ｈａのうち４ｈａ程度
○ 延床面積：１６，０００㎡程度
○ 鉄筋コンクリート２階建 ３棟

① 本本館 ５，０００㎡程度
② 研究棟 ６，０００㎡程度
③ 交流棟 ５，０００㎡程度

※ 附属施設２か所を含む

Ａ施設（三春町）

田村西部工業団地

線量の区分
（年間相当値）

１．０ｍSv未満

１．０ｍSv～

主に２０ｍＳｖ～

萱浜ニュースポーツ広場

 福島県は、IAEAの招致、JAEA、国環研との連携などによ
り国内外の研究機関と緊密な協力関係の構築を期待

 環境創造センターにおける機構の研究機能
• 環境放射線・放射能の測定 (環境試料測定、無人

ヘリ、走行サーベイ等)
• 長期環境動態研究
• 高線量地域の除染活動支援
• コミュニケーション活動
• その他の研究機能

１ 機能
①原子力関連施設周辺のモニタリング
②原子力関連施設の安全監視

２ 施設概要
○ 敷地面積：３．７ｈａのうち１～２ｈａ
○ 延床面積：３，０００㎡程度
○ 鉄筋コンクリート２階建 １棟

① 本 館 ３，０００㎡程度

Ｂ施設（南相馬市）
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